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第１章

■ 計画の主旨

■ 計画の構成と期間

構 成 計 画 期 間
（令和７（2025）年度から） 役 割

【第１部】
人口ビジョン

令和11（2029）年度まで
の５年間

人口動向・将来人口推計の分析をし、人口維持の目標と
将来展望を示すもの

総
合
計
画

【第２部】
基本構想 令和16（2034）年度まで

の10年間

※令和11（2029）年度に見直し

市の目指すまちの姿を実現するための基本的な施策の大
綱を示すもの

【第３部】
基本計画

基本構想を実現するために必要な各施策を体系的に明ら
かにしたもの

【第４部】
「活力」創生プラン

令和11（2029）年度まで
の５年間

人口ビジョンに掲げた人口維持の目標を実現するための
政策体系・各施策・事業【人口増対策に特化した計画】
国の地方創生に係る交付金を活用するためにも必要

・今後の総合的なまちづくりについて、国が定める地方創生の方針を勘案しつつ、本市の将来
を見据えた取り組みを一体的に進めるため、第３次総合計画（基本構想・基本計画）、まち・
ひと・しごと創生法に基づく第３期人口ビジョン、第３期「活力」創生プラン（地方版総合戦
略）を一体的に策定した

・１１年連続社会増の達成、消滅可能性自治体からの脱却をはじめとしたこれまでの成果を踏
まえ、人口動向・将来人口推計の分析や人口の将来展望・目標を定める人口ビジョンを、計画
構成の第１部とし、引き続き、人口減少対策に一丸となって取り組む本市の姿勢をより明確に
した

・今後の方向性をより明確にするため、まちづくりの基本的な考え方を定め、まちの将来像と
まちづくりの基本目標を同一にした

・国の法律に基づき策定する第３期「活力」創生プランの主な施策を総合計画と完全に一致さ
せるなど、それぞれの計画の関連性をより分かりやすくした

・計画全般について、シンプルな内容とし、まちづくりの施策方針や取組内容などが分かりや
すいように、箇条書きなどを用いてできるだけ簡潔に表現した

全体の概要
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第１章

平成27年に人口ビジョン策定 ⇒ 令和42（2060）年目標値として【17,266人を目指す】
・平成22年の国勢調査実績23,906人 ⇒ 令和42（2060）年社人研推計値【11,167人と推計】
・平成27年の国勢調査実績22,853人 ⇒ 令和42（2060）年社人研推計値【12,845人と推計】
・令和 ２年の国勢調査実績22,112人 ⇒ 令和42（2060）年社人研推計値【14,219人と推計】

※社人研とは：国立社会保障・人口問題研究所の通称名

■ 人口推計値の推移と人口ビジョン目標値

⇒ 国勢調査のたびに社人研の令和42（2060）年推計値が改善し、人口ビジョン目標に近づいている

・子育て支援、移住定住施策、新たな観光振興をはじめとする人口増施策を最重点に取り組みを進め
た結果、本市の将来人口推計値は着実に改善している

・令和２年国勢調査実績（22,112人）においては、社人研同年時点人口推計（21,638人）・市人口ビ
ジョン同年時点目標値（21,904人）をいずれも上回るとともに、将来的な『消滅可能性自治体』か
らも脱却する結果となり、将来に向けて大きな一歩を踏み出している。

・これまでの成果を踏まえて、引き続き、令和42（2060）年の人口目標17,266人の達成を目指す

全体の概要



第３次総合計画と

１．人口減少対策
２．新たな観光振興
３．防災対策
４．産業振興
５．地域共生社会の実現
６．デジタルの活用

社会情勢や新たな時代変化

総合計画における まちづくりの軸と施策方針（総合戦略と一体的に取組み）

地域の活⼒は『人』基本的な考え方

ま ち の 将 来 像
まちづくりの基本目標

目標１ 『人』が住みたい・
目標２ 『安全・安心』な
目標３ 『確かな未来』を

『確
か
な
未
来
』
を
築
く
ま
ち

３-１ 商工業の振興 （１）地域の特性を活かした商業の振興
（２）戦略的・効果的な企業誘致の促進による⼯業の振興

３-２ 新たな観光・ツーリズムの振興

（１）生産⼒の強化
（２）地域ブランド⼒の向上
（３）６次産業の推進
（４）循環型システムの確⽴による環境保全型林業の振興
（５）地域特性を活かした水産業の振興

（１）海外誘客（インバウンド）と国内誘客の推進
（２）地域特性を活かした新たな観光振興
（３）⽂化財などを活用した新たな魅⼒づくりの推進

３-３ 農林⽔産業の振興

３-４ 新たな就業・雇用の場の創出と人材確保 （１）多様な人材の雇用の場の創出と起業支援
（２）多様な就業支援と人材確保
（３）農林水産業の担い⼿の育成と確保

３-５ 文化財の保存と伝統文化の継承 （１）⽂化財の保存と伝統⽂化の継承

５つの軸・１４の施策

２-１ 命と暮らしを守る地域づくり （１）防災⼒・消防⼒の向上
（２）安心・安全な生活環境の確保
（３）デジタル社会の進展に対応した地域情報化の推進
（４）社会インフラの整備・充実

２-２ 地域の支えあいと共生社会の推進 （１）⾃治会・集落の機能維持と共に支えあう地域づくり
（２）多様な人材が活躍できる基盤づくり
（３）多様性を認め人権が尊重される社会の実現

２-３ 人と自然の共生 （１）⾃然環境の保全と環境づくり
（２）生活環境の保全
（３）地球温暖化対策の推進
（４）循環型のまちづくりの構築
（５）環境教育・連携の推進

２-４ ⾏政機能の充実 （１）市⺠視点の⾏政体制の構築
（２）人材の育成・確保
（３）積極的できめ細かな広報の推進

『安
全
・安
心
』
な
ま
ち

４つの軸・１５の施策

（１）図書館の充実と活用
（２）公⺠館活動の促進
（３）生涯学習の推進体制の整備
（４）人権教育の充実
（５）芸術⽂化活動の推進
（６）スポーツの推進

（１）子どもを社会全体で育む環境の整備
（２）結婚・妊娠・出産・育児の切れ目のないサポートの推進

（１）戦略的なPRの推進
（２）支援体制の整備と充実
（３）住環境整備の推進

1-1 子どもを産み育てやすい環境づくり
『人
』
が
住
み
た
い
・住
み
続
け
た
い
ま
ち

1-2 夢を描き・実現できる子どもの育成 （１）子どもの⼒と意欲の向上に向けた組織的取組みの推進
（２）教育DXの推進
（３）地域を担う人づくりと活⼒ある地域づくりの推進

1-３ 移住・定住の促進

1-４ みんなで進める健康なまちづくりの推進 （１）健康な状態での取組み
（２）心身が少し衰えた状態での取組み
（３）要介護状態での取組み
（４）社会インフラの整備と利用促進等の推進

1-５ 生涯学習・スポーツの推進

５つの軸・１８の施策
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第３期「活力」創生プランの概要

「活力」創生プランにおける 政策体系 （総合計画と一体的に取組み）

第１期人口ビジョンの目標達成を継続

【短期】
令和12年の人口20,047人を達成
【⻑期】
令和42年の人口17,266人を達成

人口目標

Ⅰひとを育み活⼒創生

■基本的方向
・全国トップレベルの子育て支援を継続します。
・ライフステージに応じた結婚・妊娠・出産・子育て
の切れ目のない支援を⾏います。

・市の未来を担う子どもの教育をさらに充実します。

■主な施策（総合計画）
１－１(１)(２)
１－２(１)(２)(３)

■成果目標 （令和11年）
・合計特殊出生率 1.66
・児童生徒の学⼒など 6指標

Ⅱひとを⼤事に活⼒創生

■基本的方向
・いつまでも健康で⻑生きしましょう︕を合⾔葉に、
みんなで健康なまちづくりを推進します。

■主な施策（総合計画）
１－４(１)(２)(３)

■成果目標 （令和11年）
・健康寿命 男性 81.15歳

⼥性 85.82歳

Ⅲひとを呼び込み活⼒創生

■基本的方向
・様々なニーズに対応したきめ細やかな移住支援、魅
⼒的な住環境整備等を推進します。

・市全体の振興に資する新たな観光振興策を推進し、
都市圏等や海外からの人の流れをさらに促進します。

■主な施策（総合計画）
１－３(１)(２)(３)
３－１(１)(２)
３－２(１)(２)(３)

■成果目標 （令和11年）
・移住施策を活用
した転入者数 1,014人(累計)

・観光入込客数 1,400千人

Ⅳ仕事をつくり活⼒創生

■基本的方向
・企業誘致（増設を含む）を積極的に推進します。
・商⼯業、農林水産業の振興を図り、雇用の場を創出
します。

・⼥性や⾼齢者など多様な人材が活躍できる就労支援
や、起業・創業・事業継続を支援します。

■主な施策（総合計画）
３－１(１)(２)
３－３(１)(２)(３)

(４)(５)
３－４(１)(２)(３)

■成果目標 （令和11年）
・企業誘致件数

（増設含む） ５件(累計)
・雇用創出者数 2,085人（累計）

Ⅴ基盤を整え活⼒創生

■基本的方向
・道路、公共交通、上下水道などインフラ整備の⻑寿
命化とあわせて、災害に強い、安全・安心のための
基盤を整えます。

・地域で支えあい、地域の主体的な取組みを積極的に
支援します。

・デジタル技術の利活用によるＤＸを推進します。

■主なまちづくりの軸
（総合計画）

２－１
２－２
２－３
２－４

■成果目標
・本目標はⅠ〜Ⅳを実現する基盤
づくりにあることから、本目標
の達成はⅠ〜Ⅳの数値目標の達
成に含まれるものとし、定量的
な数値目標は設定しない。

〜このまちに確かな未来を〜

住み続けたいまち
まち
築くまち
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第３次総合計画の策定にあたって

1. 計画策定の趣旨

第２次豊後高田市総合計画が令和６年度末をもって計画期間満了を迎えることから、第２次ま
での成果や基本的な指針を継続するとともに、人口減少に⻭⽌めをかけ、社会情勢や新たな時代
の変化に対応し、このまちに確かな未来を築くため、新たに第３次総合計画を策定するものです。

第２部 基本構想

第３部 基本計画

第１部

人口動向・将来人口推計の分析をし、人口の将来展望・目標を定めています。

第３期人口ビジョン（概略版）

第４部

人口ビジョンに掲げた人口維持の目標を実現するための政策体系と取組内容、目標
値を定めています。【人口増対策に特化した計画】

第３期まち・ひと・しごと「活力」創生プラン（地方版総合戦略）

２. 計画の構成

この計画では、豊後高田市の今後の総合的なまちづくりについて、国が定める地方創生の方針
を勘案しつつ、本市の将来を見据えた取り組みを一体的に進めるため、『基本構想』『基本計
画』『人口ビジョン』『「活力」創生プラン（地方版総合戦略）』の４部門で構成されています。
それぞれの役割は以下のとおりです。

社会情勢や新たな時代の変化に対応し、今後の豊後高田市のまちづくりの基本的な考
え方、まちの将来像、まちづくりの基本目標を定めるとともに、それらの達成に向けた
まちづくりの軸と施策の大綱を定めています。

基本構想の実現に向けた施策の具体的な取組内容を、まちづくりの基本目標・軸の
体系に沿って定めています。
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第３次総合計画の策定にあたって

３. 計画の役割・位置付け

この計画は、市政の最上位計画として、各種分野の総合的かつ⻑期的な指針を示すものです。
本計画で言及していない施策や個別具体的な取組内容等については、政策課題に対応する個別計
画等に基づき実施していきます。

４. 計画期間

【第２部】【第３部】令和16 年度（2034 年度）までの10 年間とします。
ただし、中間にあたる令和11 年度（2029 年度）に見直しを行います。

【第１部】【第４部】令和11 年度（2029 年度）までの５年間とします。

５. 進捗管理と検証

基本構想及び基本計画は、市政運営の指針という性格上、目標に定量的な指標を設定していま
せん。しかし、施策の達成状況を明確にし、基本目標に掲げるまちづくりが順調に進んでいるの
かどうかを定期的に検証していくことは、本計画の進捗状況を管理する上でも、次期計画を策定
する点でも重要です。そのため、一体的に推進する「活力創生プラン（地方版総合戦略）」では、
成果目標として重要業績評価指標（KPI）を設定し、PDCA サイクルによる検証を実施し、これ
を持って進捗を管理していくものとします。

※期間の初年度は令和７年度（2025 年度）
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